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いものの．いずれも20メートル級の大津波に  


























る。   
2．日本はなぜ原発大国となったのか   
日本は世界でも代表的な地震国であるにも  
かかわらず，運転中の原発基数は第3位であ  
る（表1）。しかも驚くべきことに，世界で   
2011年3月11日に，東日本大震災に襲われ  
た東京電力福島第1原子力発電所で発生した  





















損害賠償問題などを整理してみた。   
1．福島の原発事故を「天災」で済ま  
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も稀なくらい原発集中化が進められてきた  
















表1 原発上位国の比較  
遥転中   総発電皇に占める  ▲三喜・・・  計画中  
国 別  （基）   原発の割合（％）   （基）   （基）   
アメリカ   104   19．7   8   
フランス   59   76．2   
日 本   54   ヱ4．，   3   1ヱ   
ロシア   27   16．9   10   7   
韓 国   20   35．6   6   2   
イギリス   19   13．5  
カナダ   18   14．8  
ドイツ   17   2S．8  
インド   17   2．0   6   8   
ウクライナ   47．4   2  
中 国   2．2   26   10  
…主：迎10年1月岨花，日本のみ劫lO年j月末のデータ．   
出所：『エコノミス日加11年4月19日等，4コ～4】頁より墾性情成．  
図1 日本の原発立地状況  表2 日本の原発稼働開始の時期と数  
1970－74年   7基   
1975－79   
1980－84   6   
1985－89   10   
1990－94   12   
1995－99   4   
2000－04   
2005－09   4   
2010－14   2  
出所：F福島原発事故の記録  
エコノミスト臨時増刊』  
2011年7月11臥 71貫より整理作成。   
出所：F朝日新聞」2011年3月31日  
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3．日本における電力会社の地域独占   
























図2 電力会社の地域独占  
と確保できなくなったのである。原発の推進  
は国策となったため，国と電力会社が接近  












会になってしまっている。   


























の強力な選挙支援が期待でき，「原子力フア   
、一し一－・      －W‾ 
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図3 電気料金の国際比較  
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地域対策交付金が給付されている（表3）。   






























表4 東電からの寄付金（1990～2009年度）  
項 目   
事業費  うち対策交付  
縁額  金からの支出   
道路維持管理運営事業   3224   1900   
元気館管理運営事業   15038   13000   
学校教育施設管理運営   40644   
事業  
35500   
保育園運営事業   76820   75000   
老人保護措置委託事業  13084   8000   
高齢者予防接種事業   4717   4059   





人ホームの委託料など。   
出所：「日経ビジネス」2011年4月25日号．31頁よ  
り作成。   
青森県  新潟県  福島県  合 計   


















は11．2％に急落している。   























誘致当初は，交付金と固定資産税の増加とい   



















のである。   
規制産業としての電力業界の盟主である東  
表5 東電の政官財学界に行き渡る勢力  
日本経済団体連合会（経団連）で東電トップの役職  








経済同友会で東電トップの役職   
木川田一隆（社長，会長）：代表幹事（1960～62，63～75年）   
那須翔（社長）：副代表幹事（1985～91年）   
荒木浩（社長）：副代表幹事（1994～99年）   
南直哉（社長）：副代表幹事（1999～02年）  
官界・政界など   
●小林正夫（参議院議鼠 2004年～。現厚生労働政務次官）：元東電労働組合中央書記長   
●加納時男（元参議院議月，1998～2010年。福田内閣時に国土交通副大臣）：元東電副社長   
●石田徹（前資源エネルギー庁長官）：2011年1月より東電顧問。   
●笹森晴（日本労働組合総連合会顧問）：元東電労働組合委員長。   
●森本宜久（日本銀行政策委員会審議委員）：元東電副社長。   
●青山伶（元東京都副知事）：2003年より東電取締役。   
●林貞行（元駐英大便）：2004年より東電監査役。   
●桜内義雄（元衆議院議長）：元東電会長新井幸治の息子は義弟。   
●白川進・元通産相基礎産業局長，中島正剛・元東京都環境保全局長が東電の取締役だった。   
●小宮山宏（元東京大学総良 現三菱総合研究所理事長）：2009年より東電監査役  
東電の主な寄付講座・研究助成  
●東京大学   ●東京工業大学   
建築環境エネルギー計画学．都市持続再生学，ユビ  高機能エネルギーシステム．   
キタスパワーネットワーク．核燃料サイクル社会工  エネルギーマネージメント   
学．低炭素社会実現のためのエネルギー工学   環境助長損傷制御学   
●筑波大学   ●慶応義塾大学   
電気・エネルギーー般研究，   先端医療・環境情報科学，   
電気関連の基礎研究   環境・エネルギー先導建築・都市システム   
●横浜国立大学   
先進電力機器   
出所：『週刊東洋経済J2011．4．23，41頁より整理作成。   
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のお金で育てられた逸材を受け入れることの  








































表6 経産省から電力業界への主な天下り  
北海道電力   関西電力   
山田範保（常務．札幌支店長）   迎陽一（常務）   
2000年 経産省経済協力部長   2004年 経産省商務流通審議官   
東北電力   四国電力   
非公表 顧問   中村進 （取締役）   
元 通産官僚   2001年原子力安全・保安院首席統括安全審査官   
北陸電力   中国電力   
荒井行雄 （常務）   平野正樹 （執行役貞）   
1998年 国土庁長官官房審議官   2006年 経産省通商政策局通商交渉官   
東京電力   九州電力   
石田徹 （顧問）   掛林誠 （海外事業部長）   
2008年 資源エネルギー庁長官   2004年 経産省通商政策局通商交渉官   
中部電力   沖縄電力   
水谷四朗 （虚聞）   遠藤正利 （取締役．東京支社長）   
1997年経産省生活産業局長  1998年 資源エネルギー庁海洋開発室長   
小川秀樹（顧問）  
20似年経産省中部経済産業局長  
電源開発   
太田信一郎 （副社長．国際事業本部長）  藤冨正晴 （常務）   
2002年 特許庁長官  2001年 経産省原子力安全・保安院審議官   
出所：『AERA』2011．4．10，38頁より整理作成。   
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み込み，電気料金として需要家から回収した。  
図4 原発利権の五角形  
く原発利権ペンタゴン＞  




































































側の負担は，一人たった5万円である。こう   











































動の効率は上がらない。少子高齢化が加速す   
したツアーや接待で，骨抜きにされたマスコ  































と移ったのである。   






いる。   
2011年6月28臥 注目を浴びる東京電力の  
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る中で，そうした意識を変えないと，日本企  
業は国際市場での競争力を失うことになるで  
あろう。   
7．事故後の電力不足は如何に解決さ  
















































表7 主な電力需給対策  
企業・公共機関  
●夏休みの延長と分散   
化  
●工場やオフィスの操   
業．小売店の営業時   
間の短縮  






●火力発電の復旧や再稼   
働  
●自家用発電設備からの   
電力購入の拡大  
●短期間に建設稼働可能   
なガスタービン発電設   
備の新設  
＜中長期的な対応＞  
●他電力会社から電力   





●省エネ横器普及の支   
援  



















運動の終了を宣言した。   
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表8 福島第1原発事故による損害  




























図5 「原子力損害若僧支援横筋法案」の概要  
出所：経済産業省（www，metLgojp／earthquake／nuclear／taiou＿honbu／pdf／songaibaisho＿110614＿02．pdL）   









































いる。   
2011年3月末日，8取引金融機関が1．9兆円  
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＜東電＞実質国有化へ 政敵公的資本1兆  
円注入『毎日新聞』2011．12．8  
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